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３．１）規約改正について
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徳島県地下占用物等連絡会議  規約（案）   

   

 

（名 称） 

第１条 本会は、「徳島県地下占用物等連絡会議」（以下「会議」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 会議は、道路法第 28 条の２の規定に基づき設置し、徳島県道路メンテナン

ス会議規約第４条５項の規定の専門部会に位置付け、徳島県内の各道路管理者及び

地下占用物件等の占用者において、定期的に相互の点検・調査の計画・結果につい

て共有する他、道路陥没を防ぐ取組みなどを連携して実施することにより、占用物

件に起因する道路の構造や交通への支障等に適切に対応することを目的とする。 

 

（調整・共有事項） 

第３条 会議は、第２条の目的を達成するため、次の事項について調整、及び共有す

る。 

（１） 占用者による当年度の点検計画・前年度の点検結果 

 （２） 道路管理者による路面下空洞調査結果 

 （３） 前年度の道路陥没実績、陥没箇所の措置事例 

 （４） その他、道路陥没対策に寄与する情報等 

 

（組 織） 

第４条 会議は、第２条の目的を達成するため、徳島県内における高速自動車国道、

一般国道、県道及び市町村道の各道路管理者及び会議が必要と認めるもので組織す

る。 

２ 会議には、会長及び副会長を置くものとし、会長は国土交通省四国地方整備局徳

島河川国道事務所長、副会長は徳島県県土整備部道路整備課長とする。 

３ 会長に事故等があるときは、副会長がその職務を代行する。 

４ 会議の構成は、「別表」のとおりとする。 

  ただし、必要に応じ会長が指名する者の出席を求めることができる。 

 

（会議の開催） 

第５条 会議は年に１回を基本として、必要に応じて適宜開催する。 

 

（事務局） 

第６条 会議の運営に関わる事務を行わせるため、事務局を置く。 

２ 事務局は、国土交通省四国地方整備局徳島河川国道事務所、徳島県県土整備部に

置く。 
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（附  則） 

本規約は、令和７年４月３０日から施行する。 

本規約は、令和８年５月１４日から一部変更する。 

本規約は、令和８年７月〇日から一部変更する。  

   

（規約の改正） 

第７条 本規約の改正等は、会議の審議・承認を得て行うことができる。 

 

（その他） 

第８条 本規約に定めるもののほか、必要な事項はその都度協議して定めるものとす

る。 
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令和8年7月29日

団体名 役職 備考

会長 国土交通省四国地方整備局 徳島河川国道事務所長 道路管理者

副会長 徳島県県土整備部 道路整備課長 道路管理者

徳島県県土整備部 高規格道路課長 道路管理者

徳島市 都市建設部長 道路管理者

鳴門市 都市整備部長 道路管理者

小松島市 都市整備部長 道路管理者

阿南市 建設部長 道路管理者

吉野川市 建設部長 道路管理者

阿波市 建設部長 道路管理者

美馬市 建設部長 道路管理者

三好市 建設部長 道路管理者

勝浦町 建設課長 道路管理者

上勝町 建設課長 道路管理者

佐那河内村 建設課長 道路管理者

石井町 建設課長 道路管理者

神山町 建設課長 道路管理者

那賀町 建設課長 道路管理者

牟岐町 建設課長 道路管理者

美波町 建設課長 道路管理者

海陽町 建設防災課長 道路管理者

松茂町 建設課長 道路管理者

北島町 建設課長 道路管理者

藍住町 建設産業課長 道路管理者

板野町 建設課長 道路管理者

上板町 建設課長 道路管理者

つるぎ町 建設課長 道路管理者

東みよし町 建設課長 道路管理者

西日本高速道路株式会社  四国支社 徳島高速道路事務所長 道路管理者

本州四国連絡高速道路株式会社 鳴門管理センター所長 道路管理者

NTT西日本電信電話株式会社　徳島支店 設備部長 占用者（通信施設）国・県・市町村

NTTｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ（株）徳島支店 支店長 占用者（通信施設）国・県・市町村

（株）NTTﾄﾞｺﾓ ネットワーク建設部長 占用者（通信施設）国・県・市町村

（株）STNet徳島支店 技術部路線管理課長 占用者（通信施設）国・県・市町村

KDDI（株）愛媛ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ 副センター長 占用者（通信施設）国・県・市町村

ソフトバンク株式会社　四国ネットワーク技術部 技術部長 占用者（通信施設）国・県・市町村

株式会社ＵＳＥＮ中四国支社 支社長 占用者（通信施設）国・県・市町村

四国電力送配電（株）徳島支社 配電部配電計画課長 占用者（電力施設）国・県・市町村

四国ガス（株）徳島支店 供給設備グループマネジャー 占用者（ガス施設）国・県・市町村

県土整備部 水環境整備課長

農林水産省中国四国農政局 農村振興部水利整備課長 占用者（農業用水路）国・県・市町村

徳島県企業局 施設基盤整備課 占用者（上下水道）国・県・市町村

徳島市 上下水道局水道整備課長、下水道整備課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

鳴門市 企業局水道事業課長、下水道課長 占用者（上下水道）国・県

小松島市 水道部水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

阿南市 水道課長、下水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

吉野川市 水道課長、下水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

阿波市 水道課 占用者（上下水道）県

美馬市 水道部施設課 占用者（上下水道）国・県

三好市 水道課長、環境課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

勝浦町 上下水道課 占用者（上下水道）県・市町村

上勝町 建設課 占用者（上下水道）県

佐那河内村 建設課長 占用者（上下水道）県・市町村

石井町 水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

神山町 建設課 占用者（上下水道）県

那賀町 環境課 占用者（上下水道）県・市町村

牟岐町 水道課長 占用者（上下水道）国・県

美波町 上下水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

海陽町 上下水道課長 占用者（上下水道）国・県

松茂町 上下水道課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

北島町 水道課、下水道課 占用者（上下水道）県・市町村

藍住町 上下水道課 占用者（上下水道）県・市町村

板野町 水道課、下水道課 占用者（上下水道）県・市町村

上板町 水道課、環境保全課(集落排水) 占用者（上下水道）県・市町村

つるぎ町 上下水道課長 占用者（上下水道）国・県

東みよし町 環境課長 占用者（上下水道）国・県・市町村

徳島県警察本部 交通規制課長 占用者（その他）国・県

国土交通省四国地方整備局 道路部　道路保全企画官

国土交通省四国地方整備局 道路部　地域道路課長

国土交通省四国地方整備局 四国技術事務所長

（公）徳島県建設技術センター 理事長

国土交通省　四国地方整備局　徳島河川国道事務所

徳島県　県土整備部　道路整備課

徳島県　県土整備部　高規格道路課

※占用者は施設順に記載

徳島県地下占用物連絡会議　構成員名簿（案）

オブザーバー

事務局

別表
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３．２）下水道法等の一部改正について
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●下水道法等の一部を改正する法律案
背景・必要性

法案の概要

○ 令和７年１月に埼玉県八潮市で老朽化した下水道管の破損に起因する大規模な道路陥没事故が発生。施設の老朽化、
職員数の減少等を受け、下水道の事業環境は厳しさを増している状況。

○ 下水道管路をはじめとする道路下の埋設物について適切な維持管理が必要。
⇒ 強靱で持続可能な下水道の実現に向けた維持管理・改築の実施及び事業基盤の強化、安全かつ円滑な道路交通を確保
するための措置を講ずる必要。

１．安全性確保を最優先する下水道マネジメントの確立

埼玉県八潮市の事故現場（令和７年１月31日）

①確実な老朽化状況の把握 【下水道法】
 老朽化に伴う管路の安全性（状態と対策の要否）を評価する診断の基準を法制化
 下水道管理者は診断結果等の維持管理の状況を公表

ドローンを活用した
点検・診断のイメージ

 下水道の構造について、点検・修繕・改築や災害・事故時の応急措置の容易性（複線化等）を考慮すべきことを原則化
②下水道の戦略的な再構築 【下水道法】

 下水道管理者は施設の計画的な改築を実施、収支見通しを公表
複線化のイメージ▲

 下水道の点検に関して道路管理者の協力が必要
な事項を下水道の事業計画に位置づけ

③道路管理者との連携強化 【下水道法】【道路法】

（空洞探査車による調査） （貫入試験による調査）

▼路面下空洞調査の実施例

①道路占用者と道路管理者の連携強化 【道路法】

 占用許可申請書の記載事項に占用物件の維持管理に関する事項を追加
 道路の地下に埋設する占用物件の工事完了時の届出（竣工図等の提出）を義務付け

２．道路地下空間の安全性確保

 道路占用者と道路管理者との間で「占用物件等維持修繕協定」を締結し、道路や占用物件の
点検や修繕等を連携して行うことができる制度を創設

②占用許可制度の見直し 【道路法】

※道路占用者︓道路管理者の許可を受けて施設等を
設置し、道路空間を継続使用する者（下水道管理者等）

 (本来は市町村が管理する)公共下水道を都道府県（都道府県加入の一部事務組合等を含む）が管理できる特例や、
管理者間の協議により点検・修繕・改築を他の自治体が代行できる制度を創設

３．下水道マネジメントを支える基盤の強化

 法律の目的に「下水道の基盤の強化」を明示するとともに、国の基本方針を創設

 災害・事故時における都道府県による公共下水道の復旧工事の代行制度を創設するとともに、
災害時の関係者連携の責務を明確化

 複数の下水道管理者の連携を推進するため、都道府県が広域連携推進計画を策定する制度を創設

 改築資金を含む下水道使用料の算定の考え方を明確化

①下水道の基盤強化・広域連携の推進 【下水道法】

②下水道区域の見直し 【下水道法】
 人口減少を踏まえた下水道区域の見直し（集合処理から個別処理への転換）に必要な規定の整備

【都道府県】広域連携推進計画
流域下水道

A公共下水道 B公共下水道

複数の下水道管理者の連携

・事業運営の一体化 ・管理代行
▲広域連携のイメージ

※併せて、政令等で定める点検の頻度・方法の基準を見直し

【施行期日】 公布の日から６月以内施行
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下水道管理者と道路管理者の連携強化 道路占用者と道路管理者の連携強化
改正の背景・必要性

下水道の点検に関し道路管理者の協力が必要な事項を下水道の事業計画に記載することができる制度を創設

（記載にあたっては道路管理者への協議か、法定協議会
※
での協議が必要） ※道路管理者や道路占用者等で構成

路面下空洞調査の共同実施や地盤情報の提供等、下水道管理者の点検に道路管理者が協力

下水道管理者と道路管理者の連携強化

道路占用者と道路管理者の連携強化

● 「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」での議論
では、占用者と道路管理者の協力体制は現状では十分とはいえないとの指摘がなされた

道路陥没のメカニズム例

埼玉県「八潮市で発生した道路陥没事故に関する
原因究明委員会」最終報告書「シナリオ2」より
抜粋、一部改変

路面下空洞調査

改正概要

● 道路や占用物件の維持・修繕に関する費用負担等について、現行制度では柔軟な取り決めを
行うことが困難であり、道路占用者と道路管理者が効率的かつ柔軟に連携して取組を進める
ことができないおそれがある

法定協議会の例
（地下占用物連絡会議）

道路占用者と道路管理者が「占用物件等維持修繕協定」を締結できる制度を創設

道路や占用物件の維持・修繕に関する費用負担について、道路法上の規定に関わらず取り決めること等が可能に

（道路占用者︓道路管理者の許可を受けて施設等を設置し、道路空間を継続使用する者（上下水道、電気、ガスの事業者
等））

道路空間を占用する各種施設

 

【下水道法等の一部を改正する法律案】
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占用許可制度の見直し

改正概要

● 占用手続きの中で占用物の維持管理の内容を正確に把握できていない
・ 長期にわたって地下に埋設される占用物件の維持管理が適切に行われていなかった場合、

道路利用者や道路交通に多大な影響が生じるおそれがある

電柱、電線、水道管、下水道管、ガス管等の占用許可申請書の記載事項に占用物件の維持管理に関する事項を追加
道路管理者が占用物件の点検計画を把握可能に

● 地下施設の正確な位置情報把握ができていない
・ 事故発生時の即応に課題
・ 今後、地下空間情報のデジタル化・統合化を進めるべきところ、竣工図面が道路管理者に共有される仕組みとなっていない

改正の背景・必要性

道路の地下に埋設する占用物件について工事完了時の届出（竣工図等の提出）を義務付け
道路管理者が正確な位置情報を把握可能に

占用許可制度の見直し

埼玉県「流域下水道管の破損に起因する道路陥没
事故に関する復旧工法検討委員会」第1回資料より

八潮の道路陥没箇所の地下埋設物の状況
（断面図）

 

【下水道法等の一部を改正する法律案】
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３．３）令和７年度の点検実施状況について 
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路面下空洞調査（国管理）の実施状況

２７.６０８km 

道路管理者 管理延長

令和７年度

調査延長
空洞可能性
確認数※

うち開削箇所数

国土交通省 ２７０．２６８ｋｍ ８ 箇所 ８ 箇所

徳島県内における国管理道路の路面下空洞調査の実施状況

＜概要＞
調査等の手法等：電磁波（レーダ）による空洞調査
調査等の頻度：５年に１回（地下埋設物の状況などに

応じて頻度を短縮）

L=1.96m

W=0.55m 
　　　　　　　　　開削状況（過年度の例） 

⇒空洞可能性箇所を開削し対策することで 

H=0.28m

レーダ調査状況

※空洞の可能性がある信号を確認した個所のうち、修繕等の優先度が高いと判断した個所

開削前
（レーダによる空洞可能性確認箇所）

道路陥没を未然に防止

対策イメージ

開削の結果、
８箇所とも空洞無し
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占用事業者

対象施設数 令和７年度

とう道区間数 マンホール

とう道 マンホール

実施
区間数

不具合
箇所数

措置済
み数

実施
箇所数

不具合
箇所数

措置済
み数

全電力事業者 ５区間 ３３４箇所 １区間 ０箇所 ０箇所 ４８箇所 ０箇所 ０箇所

マンホール内の目視点検状況 

＜概要＞
調査等の手法等：施設内からの目視による調査
調査等の頻度：５～６年に１回（保安規定）

徳島県内における電力施設※１の点検実施状況※２

※１ （一社）送配電網協議会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

主な地下占用物の点検状況（電力事業者）

補修事例
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徳島県内における通信施設※１の点検実施状況※２

＜概要＞
調査等の手法等：とう道 施設内からの目視による調査、

マンホール 目視・カメラによる調査
調査等の頻度：とう道 概ね５年周期、

マンホール 概ね１０年周期

主な地下占用物の点検状況（通信事業者）

※１ ＮＴＴグループ
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

占用事業者

対象施設数 令和７年度

とう道延長 管理延長
マンホール個
所数

とう道 マンホール

実施
延長

不具合
箇所数

措置済
み数

実施
箇所数

不具合
箇所数

措置済
み数

通信事業者
ＮＴＴグループ

０．８ｋｍ １０１１１．２ｋｍ ７６９８箇所 ０ｋｍ ０箇所 ０箇所 ６３４箇所 ０箇所 ０箇所

13



占用事業者 埋設施設総延長

令和７年度

実施延長 不具合箇所数 措置済み数

全ガス事業者 ４６０km ４８．６７km ６箇所 ６箇所

徳島県内におけるガス施設※１の点検実施状況※２

　　　　　　　　　　　　　対策状況 
（開削後、ガス漏れ箇所にサドル（覆い）を設置） 

＜概要＞
調査等の手法等：道路上からのガス検知器による調査
調査等の頻度：ガス工作物の技術上の基準を定める省令

（漏えい検査）第五十一条による

主な地下占用物の点検状況（ガス事業者）

※１ （一社）日本ガス協会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

点検状況写真
（入手可能であれば）

ガス検知器による点検状況 14



　　　　　　　　　　　　　対策状況 
（開削後、漏水箇所へのプロテクター（覆い）を設置） 

＜概要＞
調査等の手法等：路上からの異常把握や空気弁等での音聴調査
調査等の頻度：水道法施行規則第１７条の２により、適切な時期

に点検を実施

徳島県内における水道施設※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（水道事業者）

※１ 上水道と簡易水道
※2 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

占用事業者
埋設施設総延長
（管路延長）

令和７年度

管路（巡視） 管路（漏水調査）

実施延長 不具合個所数 措置済み数 実施延長 不具合箇所数 措置済み数

全水道事業者 ６６１２．８９ｋｍ １６２７．７４ｋｍ １２６箇所 １２５箇所 １６１６．４４ｋｍ ３５８箇所 ３４２箇所

補修事例

音響調査による点検状況 

点検状況写真

（入手可能であれ
ば）
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　　　　　　　　　　対策状況 
（断面修復箇所のモルタル塗り仕上げ） 

＜概要＞
調査等の手法：施設内からの目視や機材による調査
調査等の頻度：下水道法施行令第５条の１２第２号により、

適切な時期に点検を実施

徳島県内における下水道施設の点検実施状況※１

主な地下占用物の点検状況（下水道事業者）

※１ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有

占用事業者
埋設施設総延長
（管路延長）

令和７年度

実施延長 不具合延長 措置済み

全下水道事業者 １２７０．２５８ｋｍ ６８．８４ｋｍ １１．７１０ｋｍ ０．１２６ｋｍ

補修事例

点検状況写真
（入手可能であれば）

潜行による目視点検状況 16



占用事業者

施設本数
（道路内）

令和７年度の
電柱点検実施数
（道路内）

令和７年度

処置本数
電柱本数 令和７年度の

更新（建替）本数
令和７年度以降の
更新（建替）本数

全電力事業者 ３７，８７０本 ７，２３２本 ０本 ０本 ０本

＜概要＞
調査等の手法：目視による調査、劣化度に応じた内部鉄筋の非破壊検査
調査等の頻度：５年に１回

徳島県内における道路内の電力柱※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（電力事業者〔電柱〕）

※１ （一社）送配電網協議会参画企業
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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占用事業者

施設総数
（道路内）

令和７年度

電柱本数 実施本数 不具合本数 前年度の
措置結果

今後の
措置予定

通信事業者
ＮＴＴグループ

２６，６５４本 ３，６９３本 ４本 ３本 １本

＜概要＞
調査等の手法：目視よる調査
調査等の頻度：１０年に１回（ＮＴＴ西日本）

５年に１回（ＮＴＴドコモ）

徳島県内における道路内の電信柱※１の点検実施状況※２

主な地下占用物の点検状況（通信事業者〔電柱〕）

※１ ＮＴＴグループ
※２ 占用事業者から個々の道路管理者に対しては、より詳細な点検状況を共有
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道路管理者と地下占用者における点検情報等の共有化について

点検結果の共有化

［道路管理者⇔地下占用者］

［対応例①］

占用物の点検により管路の
腐食や漏水を確認

空洞調査との比較

必要に応じて、占用物の点
検や補修の前倒しなどを相
互に調整

点検の効率化・空洞の早期発見・陥没の防止

［道路管理者・地下占用者が相互に対応］

［対応例②］

空洞調査により空洞（経過
観察レベル）を確認

占用物の点検結果との比較

必要に応じて占用物の点検
や補修の前倒しなどを相互
に調整

［対応例③］

要因不明の道路陥没の情
報

空洞調査や占用物点検結
果と比較

必要に応じて空洞調査、占
用物の点検や補修の前倒し
などを相互に調整

19



３．４）占用工事における
猛暑時間の施工回避について
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中長期的な課題への対応 

・日給制の技能労働者の年間総労働時間・賃金を確保する方策 
・１年単位の変形労働時間制の運用改善、生命・安全を守るための猛暑日における作業のあり方の議論 

 

（１－１）猛暑期間を回避した工事発注
・猛暑日（WBGT値）を考慮した工期設定

・発注者による、猛暑期間の現場施工を回避する工夫（準備工、工場
製作等）により、工期設定

（１－２）猛暑期間を休工可能とする工事発注

・猛暑期間を休工可能とする工事発注の実現に向け、効果や必要とな
る費用・取組の調査を目的とした試行工事の実施【新規】

（１－３）猛暑期間における現場施工回避の協議の明記
・宇都宮国道事務所等において、試行的に実施
・特記仕様書への記載を他事務所に展開【新規】

（１－４）猛暑時間の施工回避

・現場環境に応じて、作業の開始時間、終了時間を、監督職員と協議
の上、柔軟に設定

・早朝・夜間施工に係る警察や地元等への協議について、必要がある
場合、発注者が協力すること等について、特記仕様書へ記載【新規】

（１－５）１年単位の変形労働時間制（１－２～１－４とセット）
・１年単位の変形労働時間制の活用に向けた関係者との連携【新規】

（１－６）適切な設計図書の作成

（１－７）労働実態の把握

【概要】
○建設業の担い手を確保するため、他産業と遜色のない労働条件・労働環境の実現が必要
○猛暑は今後も続くと想定され、厳しい作業環境において、地域の実情を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した多様な働き方の実現が必要
○施工者の自主性を尊重しつつ、地域の実情や現場の状況等に応じて、受注者が施工の時期、時間や方法を柔軟に選択できるよう、工期の設定、

新技術の導入や熱中症対策に係る費用等について支援する取組を「建設工事における猛暑対策サポートパッケージ」としてとりまとめ

来季に向けて実施する具体的な施策・取組

１．猛暑期間・時間の作業回避 ２．効率的な施工、作業環境の改善

３．猛暑対策に必要な経費等の確保

（２－１）i-Construction 2.0の推進
・施工・データ連携・施工管理のオートメーション化の取組を加速

（２－２）作業環境の改善
・個社毎の取組（定置式水平ジブクレーン、バイタルチェック機器等）

・技術開発の促進（SBIR制度による支援に向けた公募実施） 【新規】
・技術提案評価型S型を活用した、作業環境の改善に資する施工方法・
施工計画の工夫促進【新規】

（３－１）熱中症対策に係る経費
・現場管理費、現場環境改善費での熱中症対策費用の計上
・実態に応じた熱中症対策費用の確保【新規】

（３－２）直接工事費
・維持工事等で標準歩掛がない作業は見積り等による精算変更
・施工実態調査に基づく歩掛の見直し

建設工事における猛暑対策サポートパッケージ【概要版】

４．地方公共団体・民間発注者等への周知・要請、好事例の横展開

（４－１）工期における猛暑日考慮の徹底【新規】
・「工期に関する基準」の対応状況調査、働きかけ等

（４－２）工期以外の猛暑対策の推進【新規】

（４－３）好事例の横展開【新規】

別紙１
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